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要　　旨
　本稿の問いは，「過去に不具合に見舞われたようなアライアンスを行った経験のある SMEのマネ
ジャーが，現在の競争状態をアンダーパフォームと考える場合，将来において同アライアンスを再度行
おうとするかどうか。」というものである。この問いに対し，企業の行動理論（BTOF），対脅威委縮性
仮説，および過去の失敗と将来の成功に関するAnderson and Jennings（1980）の研究に従って，いく
つかの想定モデルを設定した。アンケート郵送型のサーベイ調査から得られたデータを利用してファジ
イ質的比較分析を行い，分析結果が想定モデルのいずれと一致するものであるのかを探した。分析の結
果，概ねTRTの主張が支持されることが発見された。
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Abstract
　This paper aims to answer the question: should SME managers who have experienced a defective alli-
ance and find themselves in an underperforming competitive position consider entering into a second 
alliance or not. Based on disparate predictions of the behavioral theory of the firm (BTOF), threat rigidity 
thesis, and the Anderson and Jennings (1980) framework, the paper develops competing models taking into 
account the impact of underperformance on future alliance intentions for firms with previous alliance expe-
rience. Data collected from a postal survey are examined using “qualitative comparative analysis using 
fuzzy sets”. Largely, the result agrees with the threat rigidity thesis.
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１．はじめに

　マネジメント上の意思決定に関する研究では一般に，マネジャーによる今後の戦略的意思決定

を大きく左右する変数の１つとして，現在のパフォーマンスの状態が挙げられる（Kahneman 

and Tversky, 1979; March and Shapira, 1987）。

　現在のパフォーマンスの状態に対してマネジャーが与える評価は，最も基本的には，現在のパ

フォーマンスにどの程度満足している（または不満足である）か，という形をとる（Lohrke, 

Kreiser, and Weaver, 2006）。ここに戦略的側面を加味すると，マネジャーが現在の自社のパ

フォーマンスを産業平均と比較して，上回っている（アウトパフォーム）と考える場合，平均的

である（ニュートラル）と考える場合，および下回っている（アンダーパフォーム）と考える場

合，の３種類に評価を大別することができる⑴。アウトパフォームおよびニュートラルであると

考える場合には，これらが意味するところのものは環境との align であるから，マネジャーは現

行の戦略を維持しようとするのが自然である（Rajagopalan and Spreitzer, 1997）。これに対し，

アンダーパフォームとの判断を行った場合には，戦略変化を図るであろうと言うこともできれ

ば，現行の戦略に固執すると考えることもできる。前者の主張は，企業の行動理論（Behavioral 

Theory of Firm：以下，BTOFと表現する）を用いて示すことができ，後者の場合には対脅威

委縮性仮説（Threat Rigidity Thesis：以下，TRTと表現する）を通して主張することができる。

　本稿では，企業が自身の競争状態をアンダーパフォームであると考える場合，その行動が

BTOFと TRTのいずれの説明に沿うものであるかについて，中小企業（Small and Medium-

sized Enterprise：以下，SMEと表現する）を分析の対象としてテストする。具体的には，本稿

における関心は次の通りである。すなわち，アライアンスの経験を既に有するような SMEが，

現在のパフォーマンスについてアンダーパフォームであると判断する場合，現状の打開策の１つ

として，以前経験したアライアンスを再度行おうとするかどうか。アウトパフォーム，ニュート

ラル，およびアンダーパフォームという競争状態に関する判断は認知的な性格のものであるか

ら，いずれのパターンであっても将来におけるアライアンス意欲に対して影響を与え得るが

（Lohrke et al. 2006），特に現状をアンダーパフォームと評価する場合は顕著であろう。この場合，

マネジャーは現状へ対処しようと一層強く考えるはずである。資源や能力等の面で制約がある

SMEであれば特に，アンダーパフォームからの脱却が失敗に終わった場合を考えると，アライ

アンスは魅力的なものに映る。

　本稿の展開は次の通りである。まず，SMEにとってのアライアンスについて説明する。次に，

将来におけるアライアンス意欲を BTOFおよびTRTを用いて説明付ける。続いて，アライア

ンスの経験を数パターンに分類し，それらの分類ごとに BTOFおよびTRTによる説明がどう

変化するか検討する。その後，提示されたリサーチクエスチョンに対し，製造業に属する日本の

中小企業を対象とした調査票から得られたデータの分析を通して回答する。
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２．理論と仮説

2. 1.　中小企業とアライアンス

　いわゆる大企業と比較した場合，SMEは一般に，マネジメント上の経験，財務資源，および

方法論的ノウハウといった点で劣勢にある（Howison and Mehta, 2006）。それゆえ，SMEでな

される意思決定には，マネジャーの慎重な姿勢がより濃く反映される傾向にある。現在のパ

フォーマンスが将来の戦略的意思決定に強く影響するという一般的主張を考慮すると，SMEの

マネジャーは現在のパフォーマンスの状態を受けて注意深く将来の意思決定をなす，と言うこと

ができる。

　この点は，SMEによる将来のアライアンスに関する意思決定にも通じる。すなわち，SMEが

将来においてアライアンスに着手するか否かという意思決定は，マネジャーが現在の自社の競争

状態を，アウトパフォーム，ニュートラル，およびアンダーパフォームのいずれとして捉えるか

に大きく依存する。ただし，どの競争状態であったとしても，アライアンスに乗り出さない場合

には SMEはオペレーションを単独で行うこととなり，アライアンスに乗り出す場合にはパート

ナーと協力してオペレーションが行われる。前者の場合には，SMEはアライアンスのマネジメ

ントにまつわる諸問題を回避することができるものの，自身の有する資源からもたらされる範囲

においてアウトパフォームを目指すこととなる。一方，後者の場合には，SMEはパートナーへ

の過度の依存，重要な企業特殊的情報の喪失，またはパートナーによる機会主義的行動といった

問題への対処が求められる。しかし同時に，資源を他の企業とプールすることによって自身の資

源セットを補い，これを通してアウトパフォームの状態に結び付けることも可能となる（Bailey 

and Shan, 1995）。さらには，例えば SMEがアライアンスを行わずに単独でパフォーマンスの向

上を図ったが，結果として未達成に終わったような場合には，投下した資源の量によっては

SMEは重大なダメージを受けることとなる。アライアンスを行えば，万が一パフォーマンスの

向上を果たせなかったとしても，ダメージをパートナーと共有することができる（Walker, 

2008）。

　実際に，アライアンスは SME に対して便益をもたらすという研究結果が示されており

（Weaver, 2000），SMEにとってのアライアンスは少なくとも期待を向ける対象であると言える

だろう。しかしながら，企業がアライアンスに対してどのような期待を抱くかは，SMEの置か

れた環境や，アライアンスに対する捉え方によって変化する。例えば，アライアンスの動機は主

に，⑴新たな市場を開拓しようとする環境下にある企業にとっては「資源へのアクセス」，⑵グ

ローバリゼーション下にある企業にとっては「コスト，リスク，複雑性の共有」，⑶イノベーショ

ンが求められる環境下にある企業にとっては「普及率の向上」，といった具合である（Bailey 

and Shan, 1995）。他の先行研究によると，アライアンスは協調的側面と競争的側面の２つを持

ち合わせるものである（Stiles, 2001）。企業がアライアンスを協調的なものとして捉える場合に
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は，特定の期間中にパートナー同士が互いに資源や能力を持ち寄ることで共通した目標を達成す

ることができるようになる，という側面が強調された形で期待が形成される（例えば，Inkpen, 

2001）。これに対し，企業がアライアンスを競争的なものとして捉える場合には，パートナー同

士が互いの強みや弱みをより正確な形でキャリブレートすることができる，という側面が強調さ

れた形で期待が形成される（例えば，Hamel, 1991）。この場合，パートナーは競争的なプレッ

シャーをかけ合いながら，技術，製品，スキル，ナレッジ等の学習や獲得を行うこととなる。

　以上のように，アライアンスには利点と課題が同居しており，また SMEのマネジャーは諸制

約がかかった状態で意思決定を行うものであって，さらにはアライアンスに対する期待は一様の

ものとは言い難い。したがって SMEの場合には，そう簡単にアライアンスを行おうとはしない

はずである。それゆえ SMEのマネジャーは，外部要因や内部要因を考慮して，アライアンスか

らもたらされるベネフィットが協力することにかかるコストを相殺し，企業の長期的パフォーマ

ンスを向上させるであろう場合にのみ，アライアンスへ着手する。また，もし過去にアライアン

スを行った経験があれば，意思決定に際しての慎重な態度のあらわれとして，少なからずその経

験が参照されるはずである。

2. 2.　企業の行動理論

　BTOFの中心テーマは不確実性に対するサーチとレスポンスであり，そこでは組織的意思決

定におけるマネジメント上の認知的プロセスや政治的プロセスが考慮される。BTOFでは，企

業は要求水準とパフォーマンス水準を有すると考える。また，企業を経験から学習する適応的な

合理的システムであると捉える（Cyert and March, 1963）。パフォーマンス水準が要求水準を上

回る場合には，既存のルーティンに従ってオペレーションが継続される。一方，下回る場合には，

改良の方法がサーチされることとなる（Barca, 2003; Mahoney, 2005）。つまり，競争状態に対し

てアンダーパフォームであるという危機感を抱くということは，より好ましい競争状態へ移る機

会を示唆するものとみなされる。アンダーパフォームにより，現行の戦略よりも好ましい形のパ

フォーマンス向上機会がマネジャーに対して示され，ひいては新たな戦略オプションに切り替え

るようマネジャーに働きかけることとなる。具体的には，競争状態をアンダーパフォームと判断

したマネジャーは，採用経験のある戦略オプションを調べ直し，新たなアクティビティを開始す

ることにより，場合によっては経験したものを放棄することにより，最終的には適応をみせる

（Ketchen and Palmer, 1999）。BTOF の文脈下では，アンダーパフォームはこうした手筈で

SMEのマネジャーに対し戦略変化を促すこととなる。

　ここで新たな戦略オプションとは，馴染みのあるものではなく，選択されたものである

（Ketchen and Palmer, 1999）。アンダーパフォームの状態にあるマネジャーは，実際のパフォー

マンス（アンダーパフォーム）と期待するパフォーマンス（多くの場合，ニュートラル以上）の

ギャップを縮小したいと考える。そうした場合，BTOFで想定されるマネジャーは，検証した
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ことのない新たな戦略オプションのほうが経験済みのものよりもギャップを縮められる可能性を

より多く含んでいるはずだ，という一種の賭けに出る。反対に，ニュートラルおよびアウトパ

フォームのマネジャーの場合には，現行の戦略は機能しているわけなので，わざわざ戦略を変化

させる必要はない，と考える。

2. 3.　対脅威萎縮性仮説

　TRT（Staw, Sandelands, and Dutton, 1981）は，BTOFと対照的な位置付けとして取り上げ

られることが多い（例えば，Lohrke et al. 2006; Shimizu, 2007）。BTOFの場合，パフォーマン

ス水準が要求水準を満たしていない，という脅威に直面したマネジャーは，変化をもってこれに

対処しようとする。これに対しTRTでは，脅威に直面したマネジャーは，十分に学習された行

動や習慣的レスポンスによって対処すると考える。つまり，脅威を目の前にすると，BTOFの

考え方では現行の戦略からの離脱，TRTでは現行の戦略への固執がなされる。

　TRTでは，環境上の変化は脅威に結び付くものと考える。脅威はその後，マネジャーの心理

的ストレスを誘発し，情報の制限やコントロールの締め付けといったレスポンスを促す。例えば，

当該脅威に対して限られた資源のみを用いて取り組むということや，現行の戦略へのエスカレー

ティング・コミットメント等がこれに当たる。心理的ストレスは，SMEのマネジャーを脅威に

対処するようかきたてる程度のものではなく，むしろそれを通り越して，脅威に対して特段の新

たな取り組みをしない，という判断をさせるのである。本稿の場合には，アンダーパフォームと

いう脅威に直面したマネジャーは，新たな戦略オプションを探そうとはせずに，現行の戦略へし

がみつくということである。

　こうした判断の引き金は２種類ある（Lohrke et al. 2006）。第一に，現在アンダーパフォーム

に至っているということは，過去の意思決定の消極的側面を反映するものである。したがって，

現行の戦略を放棄するということは，過去の意思決定の誤りを認めることとなるため，それを避

け，現行の戦略が確かに機能するまでコミットする。第二としては，アンダーパフォームという

脅威が目の前にあるわけであるから，その効果が不明瞭であるような新たな戦略オプションに賭

けることはせず，むしろ既存の，おそらくはその効果を熟知しているであろう戦略をもって無難

に対処しようとする，ということである。

2. 4.　過去のアライアンス経験と将来のアライアンス意欲

　ここまでの議論をまとめると次の通りである。まず BTOF では，アライアンス経験のある

SMEがアンダーパフォームに陥った場合，現状から脱却するために，過去に経験したことのな

い新たな手を打とうとする。これに対しTRTでは，アライアンス経験のある SMEはアンダー

パフォームに直面すると，経験済みのアライアンスに再度頼ろうとする。図１および図２はこの

様子を示したものである。図１のカーブは新たな戦略オプション群からもたらされる成果を代表
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するものであり，図２のカーブは経験済みの戦略オプション群に関するものである。いずれの仮

想的カーブも，縦軸は確率，横軸は成果の散らばりを表している（ここでは，何の手も打たなかっ

た場合を０としている）。新たな戦略オプション群の場合には，期待される成果についての予想

は立てにくいものの，アンダーパフォームから大きく抜け出す可能性を含むものでもある。一方，

経験済みの戦略オプション群の場合には，その成果を経験に基づいて予想することが比較的容易

である。つまり，BTOFで想定されるマネジャーは図１のカーブ，TRTにおけるマネジャーの

場合には図２のカーブを念頭に置いているものと考えられる。

　ただし注意すべき点としては，自社を含むあらゆる競争相手のアライアンス経験は必ずしも同

質的ではないということである。いったん経験したアライアンスに対してマネジャーが与える評

価は，将来におけるアライアンスのフレーム化の仕方，ひいてはアライアンスを消極的なものと

見るのか積極的なものと考えるのか，という点に影響を与える（Lohrke et al. 2006）。とりわけ，

図１　新たな戦略オプション群からもたらされる成果

図２　経験済みの戦略オプション群からもたらされる成果
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過去のアライアンスに不具合がみられ，マネジャーがアライアンスを消極的なものと見なす場合

には，BTOFと TRTの説明に変化をもたらし得る。前節までの説明は，このようなダウンサイ

ドを考察から外していた。

　この点を考慮するには，Anderson and Jennings（1980）が提示したフレームワークが有用で

あろう。当フレームワークでは，過去における失敗の経験と将来における成功の期待の関係が取

り扱われる。具体的には，何らかの課題に直面した個人がその取り組みに失敗した場合，その後

再び同一の課題に挑戦しようとするかどうか，ということについて論じたものである。この問題

に答えるには，個人が失敗に対してどう知覚するかを検討する必要がある。なぜ失敗が生じたの

かということに関する知覚が，個人の失敗に対する反応を決めるのである。この知覚はコント

ロール可能な要素とコントロール不可能な要素から成る。前者の場合には，個人は当初の失敗が

可変的な要因からもたらされたものであると考え，ゆえに成功の妨げを取り除くことができるは

ずだと考える。ここでいう可変的な要因は２種類あり，エナジャイジング要因とディレクティン

グ要因である。個人が失敗をエナジャイジング要因に求める場合には，失敗したのは努力が足り

なかったからだという理由付けを行い，再度課題に取り組もうとする。また，個人が失敗をディ

レクティング要因に求める場合には，失敗したのはやり方⑵が悪かったからだという理由付けを

行い，やはり再度課題に取り組もうとする。これに対し後者では，個人は当初の失敗が恒常的な

要因（例えば，個人の能力）からもたらされたものであると考え，ゆえに再度の失敗は不可避で

あるとし，結局のところ課題への再挑戦をあきらめるという決断を下す。

　以上を要約すると，過去の失敗がコントロール可能な要素によってもたらされたものであれ

ば，個人は一層の努力をすれば，あるいはより適切なやり方をもってすれば次こそ成功を収めら

れるであろうと期待し，反対に過去の失敗がコントロール不可能な要素によってもたらされたも

のであれば，個人は失敗は能力の現れであって次もやはり失敗に終わるであろうと考える。これ

を本稿の文脈に当てはめると次の通りである。すなわち，不具合に見舞われたアライアンス経験

をもつ SMEのマネジャーの場合，その発生をコントロール可能な要素に求めるのであれば将来

において再度アライアンスを行おうとし，コントロール不可能な要素によって不具合がもたらさ

れたと考えるのであれば将来において再びアライアンスを行おうとはしなくなる。

　BTOFのロジックではそもそも過去に経験した戦略は将来の戦略オプションには含まれない

ので，本節の議論とは無関係である。TRTのロジックについては，過去のアライアンスが不具

合を生じたものでなければ，前節の主張をそのまま適用することができるはずである。その一方

で，SMEが不具合のみられたアライアンス経験を有している場合には，TRTのロジックは変化

すると考えられる。ここで図３は，図２の内容に不具合のアライアンスがもたらすであろうカー

ブを加えたものである。アライアンスの不具合がコントロール可能な要素に起因するものであれ

ば，努力や適切なやり方によって不具合は克服し得るので，再挑戦した場合には左のカーブから

右のカーブの方向へいくらかシフトするはずである。したがって，過去のアライアンスが不具合
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を生じたものであっても，それがコントロール可能な要素から引き起こされたものであれば，

TRTのロジックをそのまま適用することができる。これに対し，コントロール不可能な要素に

よって不具合が起こったようなアライアンスの場合には，今後も不具合を繰り返すはずであるか

ら，図３の左のカーブがシフトすることはほとんどない。よって，過去のアライアンスが不具合

を生じたものであり，さらにそれがコントロール不可能な要素から引き起こされたものであれ

ば，TRTのロジックから得られる主張は覆されるはずである。以上，議論を整理すると表１の

通りである。

表１　議論の整理

ベースラインの質問
過去にアライアンスを行った経験のある SMEのマネジャーが，現在の競争状態をアン
ダーパフォームと考える場合，将来においてアライアンスを行おうとするかどうか。

条件追加
経験したアライアンスが不具合を生じたものであった。

↓
【パターン１】不具合は生じなかった

BTOF  ： アライアンスを行おうとはしない
TRT  ： アライアンスを行おうとする

【パターン２】不具合が生じた（コントロール可能なエナジャイジング要因によって）
BTOF  ： アライアンスを行おうとはしない
TRT  ： アライアンスを行おうとする

【パターン３】不具合が生じた（コントロール可能なディレクティング要因によって）
BTOF  ： アライアンスを行おうとはしない
TRT  ： アライアンスを行おうとする

【パターン４】不具合が生じた（コントロール不可能な要因によって）
BTOF  ： アライアンスを行おうとはしない
TRT  ： アライアンスを行おうとはしない

図３　不具合のアライアンスからもたらされる成果
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３．方　法

3. 1.　データの収集

　本稿では，2009年７月から９月にかけて全国の製造業に該当する中小企業997社に対して実施

した調査票データを利用する⑶。当調査の目的は，企業間の協力関係，特に中小企業によるビジ

ネスプロセスのアライアンスについて，中小企業によるアライアンスの概況，および中小企業の

アライアンスに対する認識とその変化，という２点を探ることに置かれた。

　本調査では，日経テレコン21データベースを利用し，中小企業の一般的定義である「製造業に

おいて資本金３億円以下もしくは従業員数300人以下」に従い，全国の企業を選定した。調査に

際し，ある程度の規模を伴う企業を念頭に置いたため，データベースから得られた諸企業のうち，

従業員数の多いものから1,000社程度を選択して郵送調査の対象とした。およそ２ヶ月の回収期

間を設け，期間終了一週間前には回答依頼の文書を送付した。その結果，質問ごとに回答状況が

多少異なるもの，111社の回答が得られ，回収率としては11.1パーセントであった。

　このうち，アライアンスの経験を有する SMEは60社であった。また，アライアンスをどの時

点で経験したかという点について，目下経験中，および過去に経験という軸で分けると，前者は

52社，後者は８社であった。この時点で，本稿で利用可能なものはわずか８社にまで減少した。

この８社のうち７社が，本稿で必要とする質問に対して十分な回答を示しており，したがって本

稿で利用可能なサンプルとなる事例数は７社である。

3. 2.　ファジイ集合を用いた質的比較分析

　サンプル数が少ないという状況（以下，Small-Nと表現する）は，２つの問題をもたらし得る⑷。

１つは，通常の定量的手法を使った場合に統計的に有意な結果を導き出すことができない，とい

う問題である。もう１つは，通常の比較ケーススタディを行うには数が多すぎる，というもので

ある。本稿で利用できる事例数は７であるから，これら２つの問題をはらむものであると考えら

れる。

　こうした点を克服するために，本稿では質的比較分析（QCA）を利用する⑸。QCAでは，正（ま

たは負）のアウトカムへとつながる原因条件について，システマティックにテストを行う。原因

条件とは独立変数のコンフィギュレーションのことであり，これが特定の従属変数（QCAでは

アウトカムと表現される）に結び付く。簡単に言うと，QCAは，ある現象が生起したときに，

どのような原因が組み合わされてそのアウトカム（現象）が生じたのかを明らかにしようとする

ものである（Ragin, 1987; 2000）。

　Small-N がもたらす第１の問題に対しては，QCAでは確率（probability）という要素を考慮し

ないため，事例が少数であっても適用することができる（Ragin, 1987; 2000）。QCAの背後には

決定論の考え方があり，どのような原因条件の組み合わせであっても特定のアウトカムが生じる
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こととなる，とされる。QCAでは，確率のかわりに必要条件と十分条件を考え，理想的には必

要かつ十分な原因条件を探し出そうとする。

　またQCAでは，ブール代数演算を用いることにより第２の問題に対処することができる。ブー

ル代数では，アウトカムと原因条件それぞれについて「真／偽」または「存在（あり）／欠如（な

し）」といった具合で分け，２値（１，０）で表現する。各事例の内容はブール代数に置き換え

られて数値化されたものとなり，その後，事例のパターンを要約した真理表が作られる。この真

理表の分析を通して，特定のアウトカムへとつながる原因条件の組み合わせについて，論理的に

縮約した式が導かれる。

　ところで，QCAはブール代数バージョンの他に，ファジイ集合を利用したものもある⑹。通常，

社会現象を２値で表現することは困難であるが，ファジイ集合を用いることで０～１の間の値を

与えることができる（Ragin, 2008a）。本研究の場合には，SMEのマネジャーの競争状態に対す

る危機感と将来におけるアライアンス意欲の関係を分析するわけであるから，これらを２値で表

現することは馴染まない。したがって本研究では，ファジイ集合バージョンのQCAを行う⑺。

3. 3.　想定モデル

　前節で示した表１の内容からも明らかなように，本研究で想定するモデルは以下の２つであ

る。

モデル１：　 ∼experience*underperform + experience*underperform*energizing_factor + 

experience*underperform*directing_factor + 

experience*underperform*stable_factor  ∼intention

モデル２　　 ∼experience*underperform + experience*underperform*energizing_factor + 

experience*underperform*directing_factor . intention

　各原因条件が意味するところのものは，次の通りである。なお，頭に ∼が付いている場合には，

原因条件が欠如していることを表す。intention（将来におけるアライアンス意欲），

underperform（競争状態に対する危機感），experience（不具合に見舞われたアライアンス経験），

energizing_factor（不具合に対する知覚：コントロール可能なエナジャイジング要因），

directing_factor（不具合に対する知覚：コントロール可能なディレクティング要因），

stable_factor（不具合に対する知覚：コントロール不可能な要因）。ここでQCAにおいては，

* は論理積AND，すなわち「かつ」を表しており，+は論理和OR，すなわち「または」を表す

ものである。したがってそれぞれのモデルは，より細かく分解することができる。

　モデル１の場合は，次の通りである。

モデル1a：　∼experience*underperform  ∼intention

（不具合のないアライアンスを過去に経験した SMEのマネジャーが，現在の競争状態に対して

アンダーパフォームであるという危機感を抱いている場合には，将来においてアライアンスを行
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おうとはしない）

モデル1b：　experience*underperform*energizing_factor  ∼intention

（不具合のあるアライアンスを過去に経験した SMEのマネジャーが，現在の競争状態に対して

アンダーパフォームであるという危機感を抱いており，さらには不具合が主にコントロール可能

なエナジャイジング要因によって生じたものであるような場合には，将来においてアライアンス

を行おうとはしない）

モデル1c：　experience*underperform*directing_factor  ∼intention

（不具合のあるアライアンスを過去に経験した SMEのマネジャーが，現在の競争状態に対して

アンダーパフォームであるという危機感を抱いており，さらには不具合が主にコントロール可能

なディレクティング要因によって生じたものであるような場合には，将来においてアライアンス

を行おうとはしない）

モデル1d：　experience*underperform*directing_factor  ∼intention

（不具合のあるアライアンスを過去に経験した SMEのマネジャーが，現在の競争状態に対して

アンダーパフォームであるという危機感を抱いており，さらには不具合が主にコントロール不可

能な要因によって生じたものであるような場合には，将来においてアライアンスを行おうとはし

ない）

　また，モデル２の場合は次の通りである。

モデル2a：　∼experience*underperform  intention

（不具合のないアライアンスを過去に経験した SMEのマネジャーが，現在の競争状態に対して

アンダーパフォームであるという危機感を抱いている場合には，将来においてアライアンスを行

おうとする）

モデル2b：　experience*underperform*energizing_factor  intention

（不具合のあるアライアンスを過去に経験した SMEのマネジャーが，現在の競争状態に対して

アンダーパフォームであるという危機感を抱いており，さらには不具合が主にコントロール可能

なエナジャイジング要因によって生じたものであるような場合には，将来においてアライアンス

を行おうとする）

モデル2c：　experience*underperform*directing_factor  intention

（不具合のあるアライアンスを過去に経験した SMEのマネジャーが，現在の競争状態に対して

アンダーパフォームであるという危機感を抱いており，さらには不具合が主にコントロール可能

なディレクティング要因によって生じたものであるような場合には，将来においてアライアンス

を行おうとする）

　本稿では，ファジイ集合質的比較分析の結果として得られる論理式が，以上の想定モデルのい

ずれを示すものであるのかを探す。
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3. 4.　測定尺度

3. 4. 1　将来におけるアライアンス意欲

　本稿におけるアウトカムは，将来におけるアライアンス意欲である。調査票では，将来におい

て SMEのマネジャーがアライアンスを行おうと考えるかどうかについて，その理由とともに質

問した（質問Y）。将来におけるアライアンス意欲がない場合には０，将来におけるアライアン

ス意欲がある場合には１とした。なお本稿の付録では，調査票のうち本研究で使用する質問につ

いてまとめている。

3. 4. 2.　競争状態に対する危機感

　SMEのマネジャーがアンダーパフォームを感じるかどうかについて，本稿では２つの質問項

目から測定した。すなわち，SMEのマネジャーがどの程度激しい競争環境の下に置かれている

のかということ（質問A1），およびその環境下でどの程度の競争力を持っているのかというこ

と（質問A2）である。いずれの質問も，価格やコスト，品質，および顧客サービスやアフターサー

ビスに関するものである。質問A2において４または５と回答した場合には，アンダーパフォー

ムを感じていないわけであるから０と置いた。また，同質問で１，２，または３と回答した場合

には，質問A1の内容を用いてメンバーシップ度を設定した。具体的には，競争環境をどの程度

激しいと感じるかということである。

　アンダーパフォームをより強く感じているケースからアンダーパフォームを感じていないとい

うケースまで，順に示すと次の通りである。質問A2で競争力を大きく劣ると答え，かつ質問

A1で競争環境を極めて激しいと回答したケース（ファジイ変数＝１），質問A2で競争力を大き

く劣ると答え，かつ質問A1で競争環境をとても激しいと回答したケース（ファジイ変数＝１），

質問A2で競争力を大きく劣ると答え，かつ質問A1で競争環境をある程度激しいと回答したケー

ス（ファジイ変数＝0.75），質問A2で競争力をやや劣ると答え，かつ質問A1で競争環境を極め

て激しいと回答したケース（ファジイ変数＝0.75），質問A2で競争力をやや劣ると答え，かつ質

問A1で競争環境をとても激しいと回答したケース（ファジイ変数＝0.50），質問A2で競争力を

やや劣ると答え，かつ質問A1で競争環境をある程度激しいと回答したケース（ファジイ変数＝

0.50），質問A2で競争力をほぼ同等と答え，かつ質問A1で競争環境を極めて激しいと回答した

ケース（ファジイ変数＝0.25），質問A2で競争力をほぼ同等と答え，かつ質問A1で競争環境を

とても激しいと回答したケース（ファジイ変数＝0.25），質問A2で競争力をほぼ同等と答え，か

つ質問A2で競争環境をある程度激しいと回答したケース（ファジイ変数＝０），質問A2でやや

競争力があると回答したケース（ファジイ変数＝０），質問A2で競争力があると回答したケー

ス（ファジイ変数＝０），である。本稿では競争環境および競争力という２つの軸から測定した

ため，異なるファジイ変数の値を付けられるか否かについて判断がつかないケースもあった。そ

こで，いくつかのケースをまとめて同一のファジイ変数の値を与えることとした。
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3. 4. 3.　不具合に見舞われたアライアンス経験

　アライアンスが不具合をきたしたかどうかに関しては，事前にアライアンスから得られると期

待していた効果の内容が実際にはどの程度得られたのか，という観点から検討した。効果の具体

的内容は，価格やコスト，品質，および顧客サービスやアフターサービスに関するものである。

　質問B1および B2において，主要な効果について優先度の高いものから順に５つ回答するよう

求めた。本稿で必要な情報は，不具合に見舞われた程度であるから，事前に期待していた効果と

実際に始めてみて得られた効果の食い違いに注目した。具体的には，質問 B1で付けられた順位

が質問 B2においてどの程度落ちたかという点から，ファジイ変数の値を設定した。例えば，質

問B1で１位と回答された選択肢が質問B2でも１位とされた場合には食い違いの程度は０，質問

B1で１位と回答された選択肢が質問 B2で３位とされた場合には食い違いの程度は２，質問 B1

で１位と回答された選択肢が質問B2で４位とされた場合には食い違いの程度は３，質問B1で１

位と回答された選択肢が質問B2で５位以下とされた場合には食い違いの程度は４，また質問B1

で１位と回答された選択肢が質問B2で６位以下とされた場合には食い違いの程度は５である⑻。

　ただし，食い違いの程度が同じであったとしても，それが高順位と低順位のいずれにおいて生

じたのかという点まで考慮すると，重みが変わる可能性がある。この点について，本稿では１位

から３位までの情報のみを利用することで対処した。順位が上がっている場合，および順位の変

化が低順位（４位以下）で起こっている場合には，アライアンスに顕著な不具合はみられなかっ

たということを意味しているため，ファジイ変数の値を０とした。また，食い違いの程度が４ま

たは５の場合には，不具合のアライアンスを経験したということで１とした。さらには，食い違

いが１，２，および３の場合にはそれぞれ，0.25，0.50，および0.75という値を与えた。

3. 4. 4.　不具合に対する知覚（コントロール可能なエナジャイジング要因）

　アライアンスの不具合がコントロール可能なエナジャイジング要因によってどの程度生じたも

のであるかを検討するために，本稿ではアライアンスパートナーとのコミュニケーションの頻度

に注目した。質問 Cでは，コミュニケーションの頻度が高いものから順に選択肢が並べられて

いる。選択肢番号が若ければ若いほど，当該アライアンスに対してより最善を尽くしたこととな

る。つまり，当該アライアンスの不具合の中に残された努力による改善の余地は，番号が小さく

なればなるほどより少なくなるということである。そこで，選択肢番号１，２，３，４，５に対

し，それぞれ０，0.25，0.50，0.75，１というファジイ変数の値を与えた。

3. 4. 5.　不具合に対する知覚（コントロール可能なディレクティング要因）

　アライアンスの不具合がコントロール可能なディレクティング要因によってどの程度生じたも

のであるかを検討するために，本稿ではアライアンスパートナーとのコミュニケーションの方法

に注目した。質問 Dはメディアリッチネスの考え方（Daft and Lengel, 1986; Langan-Fox, 
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2002）を参考にしながら設定したものであるが，本稿ではどのメディアを使用したかということ

よりもむしろ，どの程度メディアを通してコミュニケーションを行ったかということに目を向け

る必要がある。そこで，少なくともリッチネスの高いメディアの使用を含み，かつ使用メディア

のバラエティに富むかどうかをもって変数を測定した。ファジイ変数の値は，回答した選択肢数

から決定した。具体的には，選択肢番号１をチェックしていることを条件として，その他の選択

肢に回答していない場合には0.25，その他１つの選択肢に回答している場合には0.50，その他２

つの選択肢に回答していれば0.75，さらには全ての選択肢に回答している場合には１とした。な

お，選択肢中のどのメディアも使用していない，あるいは選択肢番号１をチェックしていないよ

うな場合には０とした。

3. 4. 6.　不具合に対する知覚（コントロール不可能な要因）

　本稿では，アライアンスの不具合がコントロール不可能な要因によってどの程度生じたもので

あるかを検討するために，アライアンスパートナーとのコミュニケーションにおける主張の強さ

に注目した。質問 Eでは，自社の主張がほとんど通るというケースから自社の主張がほとんど

通らないというケースまで，選択肢が並べられている。本稿では，ほとんど自社の意見を通すこ

とができないということをコントロール不可能な要因を表すものと考える。そこで，選択肢５を

チェックした場合には１の値とし，これと対照的な選択肢１をチェックした場合には０とした。

選択肢３（対等に意見が主張される）を0.50とし，選択肢２および４についてはそれぞれ0.25お

よび0.75というファジイ変数の値を与えた。

４．分析結果

　先述のように，本稿では調査票データを用いたファジイ質的比較分析の結果として示される論

理式が，想定モデルのうちいずれと一致するかを調べた。分析に際しては，アライアンスの不具

合の発生要因を考慮しない分析と，発生要因にまで踏み込んだ分析の２パターンを行った。また

分析の文脈として，価格やコスト面，品質面，および顧客サービスやアフターサービス面の３つ

を設定した。さらには，BTOFと TRTの説明をそれぞれ適用した場合のアウトカムの値の変化

まで考慮に入れた。

　表２に示されるような変数名と内容を使用して，21通りのファジイ質的比較分析を行った⑼。

その結果，74の縮約された論理式を得ることができた。その中で，意味を見出すことのできる論

理式は以下の７つであった。

Y = XAA*xba (1)

∼Y = xaa*XBA*XC (2)

∼Y = XBA*XC (3)

Y = xaa*XBA*XD  (4)
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Y = XBA*XD (5)

∼Y = xac*XBC*XE (6)

∼Y = XBC*XE (7)

　まず式 (1) は，想定モデル2a と一致するものである。したがって，本稿の分析からはTRTの

ロジックが支持される。ただし，アライアンスの不具合がどのような要因から発生したかに関し

ては考慮から外しており，また分析結果は価格やコストについての側面に限定される。式 (1) か

らは，次の主張が可能である。すなわち，過去にアライアンスを経験していて，さらにはそのア

ライアンスが特段不具合に見舞われたようなものではない場合，SMEのマネジャーは価格やコ

スト面での競争においてアンダーパフォームを感じると，手堅く良好な成果を得られるであろう

アライアンスを再度行うことによって対処しようとする。

　価格やコスト面では，意味ある結果がその他にも得られている。式 (2) および (3) では，xaa と

いう変数の存在や不在とは無関係に，XBAと XCが同時に存在しているということがYの不在

に結び付いている。ここから，以下のように主張することができる。すなわち，SMEのマネジャー

は，過去に価格やコスト面での不具合を伴うようなアライアンスを経験していて，かつこの不具

合を克服しようとすると一層の努力を行わなければならないようであれば，たとえ現在の競争状

態に対してアンダーパフォームであると考えていようがそうでなかろうが，将来アライアンスを

行おうとはしない。

　式 (4) および (5) の解釈も同じ要領である。xaa という変数の存在や不在とは無関係に，XBA

と XDが同時に存在しているということがYの不在に結び付いているから，次のように主張可

能である。すなわち，SMEのマネジャーは，過去に価格やコスト面での不具合を伴うようなア

ライアンスの経験を有していても，この不具合が一層優れたやり方を用いることで克服可能であ

表２　使用する変数とその内容

変数名 内　　　　　　　容
Y 将来におけるアライアンス意欲
XA 競争状態に対する危機感
XAA 価格やコスト面での危機感
XAB 品質面での危機感
XAC 顧客サービスやアフターサービス面での危機感
XB 不具合を伴ったアライアンスの経験
XBA 価格やコスト面での不具合
XBB 品質面での不具合
XBC 顧客サービスやアフターサービス面での不具合
XC コントロール可能なエナジャイジング要因によって不具合が発生
XD コントロール可能なディレクティング要因によって不具合が発生
XE コントロール不可能な要因によって不具合が発生



─　　─36

れば，たとえ現在の競争状態に対してアンダーパフォームであると考えていようがそうでなかろ

うが，将来アライアンスを行おうとする。

　ここまでは価格やコスト面についてであったが，式 (6) および (7) は顧客サービスやアフター

サービス面に関するものである。ここでもやはり，xca という変数の存在・不在に関わらず，

XBC*XE の存在がYの不在を引き起こしている。したがって，次のように言える。すなわち，

SMEのマネジャーは，過去に顧客サービスやアフターサービス面での不具合を伴うようなアラ

イアンスの経験を有してしていて，かつこの不具合を克服しようとしてもコントロールできない

ようであれば，たとえ現在の競争状態に対してアンダーパフォームであると考えていようがそう

でなかろうが，将来アライアンスを行おうとはしない。

５．おわりに

　本稿では，アライアンスを過去に経験した SMEのマネジャーが将来におけるアライアンス形

成意欲をどの程度持っているのかについて分析した。BTOFと TRTのロジックを用いて設定し

た想定モデルのうち，本稿での分析結果と一致していたものは１つであった。すなわち，価格や

コスト面での競争においてアンダーパフォームを感じているような SMEのマネジャーは，過去

にアライアンスの経験を持っているのであれば，現状からの脱却のために将来アライアンスを行

おうとする，というTRTの主張である。

　これに加え，本来の目的とは若干異なるものの，本稿では次の点も見出した。すなわち，アン

ダーパフォームを感じているか否かは別として，SMEのマネジャーは過去に経験したアライア

ンスの不具合が克服不可能なものであるのならば，将来再度アライアンスを行おうとはしない。

また，アライアンスの不具合を克服するために努力が必要となるのであれば，SMEのマネジャー

は再度アライアンスを行おうとはしない。SMEのマネジャーが将来において再びアライアンス

を行おうと考えるのは，やり方次第でアライアンスに不具合を生じさせないように仕向けること

ができる場合である。これらが当てはまる文脈は，価格やコスト面での競争と顧客サービスやア

フターサービス面での競争であった。

　ただし，本稿にはいくつかの課題が残されている。理論上の課題としては，本稿ではBTOF，

TRT，およびAnderson and Jennings（1980）のフレームワークをそれぞれ独立して利用したと

いう点，および将来におけるアライアンスと過去のアライアンスが同一あるいは類似したパート

ナーとの間でなされるということを想定しているという点が挙げられる。主に，前者であれば表

１のパターンに，また後者であれば図３におけるシフトの様子に変化をもたらす可能性がある。

その他の理論的課題としては，本稿ではアライアンスの競争上の側面に焦点を当てたため，

BTOFによる主張とTRTによる主張を互いに排他的なものとしきれていない，ということが挙

げられる。つまり，本稿ではアライアンスの解消をもって戦略変化と考えたが，例えば「アライ

アンスそのものは継続させつつ，マネジメントを変化させる」というケースや，「過去に経験し
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たアライアンスを再度行おうとするが，アライアンスのマネジメントについては改める」という

ケースもある。アライアンスのマネジメント的側面まで考慮した場合には，本稿において変化を

避けようとするTRTの主張に沿うとしたデータが，変化を起こそうとする BTOFの主張に沿

うものである，という状況が生じ得る。こうした課題は方法論上のものでもあり，アライアンス

マネジメントにまつわる原因条件を分析に投入することによって，BTOFと TRTの主張がそれ

ぞれ支持されるような文脈を，より詳細に導出することによって対処できると考えられる。

　その他にも方法論上の課題として，メンバーシップ度0.5の再考，アライアンスの期間に関す

る考察，および不具合の捉え方が挙げられる。メンバーシップ度0.5とは，ある事例が特定の集

合に入るか否かを決定するための基準であり，この設定の仕方によってはファジイ質的比較分析

（特に真理表バージョン）の結果に影響が現れる。また，本稿は期待や意欲といった認知的な側

面を考慮するものであったが，過去に経験したアライアンスの将来における再発可能性というも

のは，経験したアライアンスがどの程度継続したものだったのかによって影響を受けるとも考え

られる。すなわち，過去に経験したアライアンスが，開始当初で終了したのか，あるいは結果を

評価することができる程度に長く続いたものであったのかということによって，将来におけるア

ライアンス意欲は変わってくる可能性がある。加えて，先述のように企業のアライアンスに対す

る期待は一様ではないわけなので，これによっても将来におけるアライアンス意欲が変わる可能

性がある。この点に関しては，サンプルをサブグループ化して分析にかけることで対処し得るた

め，より多くの事例数を確保するよう努める必要がある。最後に，本稿では予想から外れること

をもって不具合と考え，アライアンスがもたらす効果について開始前の順位と開始後の順位を比

較し，どの程度順位を下げたのかについて測定した。順位を下げたものについてのみ利用するこ

とで，意図せざる良い結果や良い食い違いがデータ中に混入しないよう対処した。しかし，こう

したアライアンスを開始して初めて得られた効果についても考察に含めることができれば，不具

合というアウトカムをファジイ変数として捉え直すことが可能となり，より厳密な分析結果が得

られるようになるはずである。
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注
⑴　競争優位とパフォーマンスの関係については，Day（2000）および Cashian（2007）において分かりやすく
整理されている。

⑵　Anderson and Jennings（1980）では，Strategy という表現が使用されている。本稿では，無用な混乱を避
けるために「やり方」と訳している。

⑶　本稿では，調査票データを選択肢レベルで抜粋し利用している。
⑷　Small-N に関しては，Berg-Schlosser and De Meur（1997）および Emmel and Hughes（2009）が詳しい。
⑸　クリスプ集合バージョンの質的比較分析に関しては，Ragin（1987）および Rihoux and De Meur（2009）
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を参照。
⑹　質的比較分析には，クリスプ集合バージョンやファジイ集合バージョンの他に，多値（Multi-Value）バージョ
ンもある。ファジイ集合バージョンについては Ragin（2009）および Ragin（2000），多値変数バージョンに
関してはCronqvist and Berg-Schlosser（2009）を参照。

⑺　ファジイ質的比較分析のアルゴリズムには，包摂アルゴリズムと真理表アルゴリズムがある。また，ファジ
イ集合を構築する方法としては，３値ファジイ集合，５値ファジイ集合，７値ファジイ集合，連続ファジイ集
合，が一般的である。本稿では，真理表アルゴリズムと５値ファジイ集合を使用している。アルゴリズムに関
してはRagin（2008b）およびRagin（2009），ファジイ集合の構築方法についてはRagin（2009），Ragin（2000），
および Smithson and Verkuilen（2006）を参照。

⑻　付録に掲載されている通り，本稿で使用する選択肢は５つである。しかし本調査では他に６つの選択肢が用
意されていたため，質問B1と B2において順位が６位以下となることがある。

⑼　本稿では，複雑解，簡略解，および中間解を全て計算した。また，主項を選択する必要がある場合であって
も，数に限りがあったため，全てのパターンを計算した。
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付　録

質問Y アライアンスの今後についてお聞きいたします。今後もこのアライアンスを継続した

いとお考えですか。その理由もあわせてお聞かせください。

 選択肢　　１．はい　　２．いいえ　理由（ ）

質問A1 貴社の競争環境についてお聞きいたします。貴社の製品についてお答えください。以

下に挙げる項目の競争環境について，どのように感じますか。該当する番号に○をお

付けください。

 項　目　　価格やコスト　品質　納期　顧客サービスやアフターサービス

 選択肢　　１．競争はほとんどない　　２．あまり激しくない　　３．ある程度激しい

 　　　　　４．とても激しい　　５．極めて激しい

質問A2 貴社の競争環境についてお聞きいたします。以下に挙げる項目について，同業他社と

比較した場合に，貴社はどの程度競争力をもっていると感じますか。該当する番号に

○をお付けください。

 項　目　　価格やコスト　品質　納期　顧客サービスやアフターサービス

 選択肢　　１．競争力が大きく劣る　　２．競争力がやや劣る　　３．ほぼ同等である

 　　　　　４．やや競争力がある　　５．競争力がある

質問B1 アライアンスの効果についてお聞きいたします。アライアンスを開始する前に，アラ

イアンスからどのような効果を得られると期待していましたか。以下の選択肢のう

ち，主要なものを最大で５つ選択し，優先度の高いものから順に，１位，２位，３位，

４位，５位の欄にご記入ください。なお，選択肢中に該当するものがない場合には，

「その他の期待していた効果」の欄に内容をご記入ください。

 選択肢　　１．コストを削減するという効果　　２．収益を向上させるという効果

 　　　　　３．質の高いスキルをもつ人材に接近するという効果

 　　　　　４．自社にはない技術へ接近するという効果

 　　　　　５．製造やサービスの水準を向上させる，という効果

質問B2 アライアンスの効果についてお聞きいたします。アライアンスを実際に始めてみて，

どのような効果が得られましたか。以下の選択肢のうち，主要なものを最大で５つ選

択し，優先度の高いものから順に，１位，２位，３位，４位，５位の欄にご記入くだ
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さい。なお，選択肢中に該当するものがない場合には，「その他の期待していた効果」

の欄に内容をご記入ください。

 選択肢　　１．コストを削減するという効果　　２．収益を向上させるという効果

 　　　　　３．質の高いスキルをもつ人材に接近するという効果

 　　　　　４．自社にはない技術へ接近するという効果

 　　　　　５．製造やサービスの水準を向上させる，という効果

質問C アライアンスの相手との関係についてお聞きいたします。どれくらいの頻度で相手企

業とコミュニケーションをとっていますか。該当する番号全てに○をお付けくださ

い。

 選択肢　　１．ほぼ毎日コミュニケーションをとっている

 　　　　　２．日時を決めてコミュニケーションをとっている

 　　　　　３．必要な場合には，頻繁にコミュニケーションをとっている

 　　　　　４．必要な場合には，ある程度のコミュニケーションをとっている

 　　　　　５．必要な場合であっても，あまりコミュニケーションをとらない

質問D アライアンスの相手との関係についてお聞きいたします。アライアンスの相手企業と

はどのような方法でコミュニケーションを取っていますか。該当する番号全てに○を

お付けください。なお，「その他」と回答した場合には，その内容もあわせてご記入

ください。

 　　　　　１．対面によるコミュニケーション　　２．電話によるコミュニケーション

 　　　　　３．ビデオ会議（テレビ会議）によるコミュニケーション

 　　　　　４．電子メールによるコミュニケーション

 　　　　　５．その他（ ）

質問 E アライアンスの相手との関係についてお聞きいたします。アライアンスの相手企業と

はどのような関係にあると感じますか。該当する番号に○をお付けください。

 選択肢　　１．ほとんど自社の主張が通る

 　　　　　２． 相手企業の意見をある程度は聞くが，重要な部分は自社の主張が優先

される

 　　　　　３．お互い対等に意見が主張されている

 　　　　　４． 自社の意見をある程度主張することができるが，重要な部分は相手企

業の主張が優先される

 　　　　　５．自社の意見をほとんど主張することができない


